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(57)【要約】
【課題】火災検出時に迅速に火災発生現場まで消火器具
を搬送し、消火活動を容易かつ安全に実行させることが
できる、消火器具搬送装置を提供すること。
【解決手段】消火器具搬送装置６は、消火剤を放出する
消火器具５を移動させる移動部６０と、消火器具５を移
動部６０によって火災の発生位置に移動させるための誘
導情報を取得し、当該取得した誘導情報に基づき移動部
６０の制御を行う誘導部６４とを備える。誘導部６４は
、移動部６０が移動させた消火器具５の周囲の環境状態
を特定する輻射センサ６６と、輻射センサ６６によって
特定された輻射熱流束に基づき、消火器具５の現在位置
において、人間が安全に消火活動を行うことができるか
否かを判定する安全判定部６８ｂと、安全判定部６８ｂ
の判定結果に応じて、人間が安全に消火活動を行うこと
ができる範囲内に消火器具５を位置させるように移動部
６０の制御を行う安全範囲維持部６８ｃとを備える。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　消火剤を放出する消火器具を移動させる移動手段と、
　前記消火器具を前記移動手段によって火災の発生位置に移動させるための誘導情報を取
得し、当該取得した誘導情報に基づき前記移動手段の制御を行う誘導手段と、
　を備えることを特徴とする消火器具搬送装置。
【請求項２】
　前記誘導手段は、
　前記移動手段が移動させた前記消火器具の周囲の環境状態を特定する環境状態特定手段
と、
　前記環境状態特定手段によって特定された環境状態に基づき、前記消火器具の現在位置
において、人間が安全に消火活動を行うことができるか否かを判定する安全判定手段と、
　前記安全判定手段の判定結果に応じて、人間が安全に消火活動を行うことができる範囲
内に前記消火器具を位置させるように前記移動手段の制御を行う安全範囲維持手段と、
　を備えることを特徴とする請求項１に記載の消火器具搬送装置。
【請求項３】
　前記環境状態特定手段は、
　前記消火器具に輻射される輻射熱流束を測定し、
　前記安全判定手段は、
　前記環境状態特定手段にて測定された輻射熱流束と、予め定められた閾値との比較に基
づいて、人間が安全に消火活動を行うことができるか否かを判定すること、
　を特徴とする請求項１又は２に記載の消火器具搬送装置。
【請求項４】
　前記消火器具と火源との間の距離を特定する火源距離特定手段と、
　前記移動手段が前記消火器具を前記火源から離れさせる場合において、前記火源距離特
定手段が特定した火源距離に基づき、前記消火器具によって前記消火剤を前記火源に到達
させることが可能な有効射程内から有効射程外に当該消火器具を前記移動手段が移動させ
るか否かを判定し、移動させると判定した場合に、前記消火器具によって前記消火剤を放
出させる消火制御手段と、
　を備えることを特徴とする請求項１から３のいずれか一項に記載の消火器具搬送装置。
【請求項５】
　前記消火器具に関する案内情報を出力する案内手段を備えること、
　を特徴とする請求項１から４のいずれか一項に記載の消火器具搬送装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、消火器具を搬送する消火器具搬送装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来から、火災発生から消防隊到着までの間における初期消火用の消火器具として、建
物やトンネル等に消火器や消火栓が設置されている。これらの消火器や消火栓は、消防法
の規定に基づき、相互の設置間隔が設置場所に応じた所定間隔以内となるように設置され
ている。また、火災発生に伴う損害が拡大しやすい高層建築物、地下街、あるいはトンネ
ルについては、消火用のスプリンクラー設備が設置されている。
【０００３】
　消火栓はノズル付きのホースを収納する筐体を備えて構成されている。消火作業の際は
、筐体に設けられた扉を開き、ノズル付ホースを引き出して放水を行う。このような消火
栓として、設置作業時における信号線の通線接続や配管の引き込み接続を容易にするため
、上下、左右及び前後に開口された箱型フレーム構造を備えたフレーム本体と、フレーム
本体の前面に配置される前面化粧枠とによって筐体を構成した消火栓装置が提案されてい
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る（例えば、特許文献１参照）。
【０００４】
　また、監視区域内に設置され、火災発生時には火源位置を特定し、消火剤放出ノズルを
伸縮あるいは旋回させ、火源に消火剤を放出させる消火ロボットが提案されている（例え
ば、特許文献２参照）。
【０００５】
【特許文献１】特開２００８－０５５０２４号公報（段落０００８～０００９）
【特許文献２】特開平０９－２０６３９８号公報（段落０００８～００１３）
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　しかし、火災が発生した場合、消火器や消火栓の設置場所を探し出し、火災発生現場ま
で消火器やホースを運搬し、所定の操作を行って消火を開始するまでの間に相当の時間を
要してしまい、その間に火災規模が拡大してしまう可能性があった。また、消火器や消火
栓の操作に不慣れな場合、正しい操作を行うことが困難な場合があり、これらの消火機器
を用いて有効な消火活動ができない可能性があった。また、大型の消火器の運搬や消火栓
のホースの引出しにはある程度の力が必要とされるため、女性や老人等にとっては消火器
具の使用や操作が困難な可能性があった。従って、消火の容易な初期火災の段階において
、これらの消火器具を用いて十分な消火活動を行えない可能性があった。
【０００７】
　一方、火災発生現場まで消火器等を運搬することができた場合においては、消火作業に
不慣れな者が、安全確保可能な距離を把握できないまま過度に火源に接近して消火作業を
行うことにより、火源から過大な輻射熱を受けたり、有害なガスを吸い込んだりする可能
性や、急激な火災拡大を回避できない可能性があった。
【０００８】
　また、スプリンクラー設備については消火能力や信頼性は非常に高いものの、スプリン
クラー設備の作動に伴い、一定程度の水損が発生することは避けられないことから、可能
な限りスプリンクラー設備の作動前の段階で初期消火を成功させることが求められていた
。
【０００９】
　また、上記特許文献２に記載された消火ロボットについては、消火作業の完全な自動化
には種々の障害があった。すなわち、消火剤を到達させるべき火源位置を正確に特定する
ことは、消火ロボットが備えるセンサを用いるのみでは困難であり、人間が消火剤放出方
向を調整する必要があった。また、完全な自動消火を行わせると、負傷者の有無に関らず
消火作業を開始してしまう可能性があった。さらに、特許文献２に記載されているような
固定式の消火ロボットでは、監視区域の全域をカバーするためには多数の消火ロボットを
配置する必要があり、設置コストの高騰を招いていた。
【００１０】
　本発明は、上記に鑑みてなされたものであって、火災検出時に迅速に火災発生現場まで
消火器具を搬送し消火活動を容易かつ安全に実行させることができる、消火器具搬送装置
を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１１】
　上述した課題を解決し、目的を達成するために、請求項１に記載の消火器具搬送装置は
、消火剤を放出する消火器具を移動させる移動手段と、前記消火器具を前記移動手段によ
って火災の発生位置に移動させるための誘導情報を取得し、当該取得した誘導情報に基づ
き前記移動手段の制御を行う誘導手段とを備えることを特徴とする。
【００１２】
　また、請求項２に記載の消火器具搬送装置は、請求項１に記載の消火器具搬送装置にお
いて、前記誘導手段は、前記移動手段が移動させた前記消火器具の周囲の環境状態を特定
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する環境状態特定手段と、前記環境状態特定手段によって特定された環境状態に基づき、
前記消火器具の現在位置において、人間が安全に消火活動を行うことができるか否かを判
定する安全判定手段と、前記安全判定手段の判定結果に応じて、人間が安全に消火活動を
行うことができる範囲内に前記消火器具を位置させるように前記移動手段の制御を行う安
全範囲維持手段とを備えることを特徴とする。
【００１３】
　また、請求項３に記載の消火器具搬送装置は、請求項１又は２に記載の消火器具搬送装
置において、前記環境状態特定手段は、前記消火器具に輻射される輻射熱流束を測定し、
前記安全判定手段は、前記環境状態特定手段にて測定された輻射熱流束と、予め定められ
た閾値との比較に基づいて、人間が安全に消火活動を行うことができるか否かを判定する
ことを特徴とする。
【００１４】
　また、請求項４に記載の消火器具搬送装置は、請求項１から３のいずれか一項に記載の
消火器具搬送装置において、前記消火器具と火源との間の距離を特定する火源距離特定手
段と、前記移動手段が前記消火器具を前記火源から離れさせる場合において、前記火源距
離特定手段が特定した火源距離に基づき、前記消火器具によって前記消火剤を前記火源に
到達させることが可能な有効射程内から有効射程外に当該消火器具を前記移動手段が移動
させるか否かを判定し、移動させると判定した場合に、前記消火器具によって前記消火剤
を放出させる消火制御手段とを備えることを特徴とする。
【００１５】
　また、請求項５に記載の消火器具搬送装置は、請求項１から４のいずれか一項に記載の
消火器具搬送装置において、前記消火器具に関する案内情報を出力する案内手段を備える
ことを特徴とする。
【発明の効果】
【００１６】
　請求項１に記載の本発明によれば、移動手段によって消火器具を火災の発生位置まで移
動させるので、火災検出時に迅速に火災発生現場まで消火器具を搬送し、消火活動を容易
に開始させることができる。
【００１７】
　また、請求項２に記載の本発明によれば、安全範囲維持手段が火源に対して人間が安全
に消火活動を行うことができる範囲内に消火器具を位置させるように移動手段を制御する
ので、消火作業者が安全な範囲を超えて過度に火源に接近することを防止できる。
【００１８】
　また、請求項３に記載の本発明によれば、環境状態特定手段によって測定された火源か
ら輻射される輻射熱流束と、予め定められた閾値との比較に基づいて、人間が安全に消火
活動を行うことができるか否かを判定するので、消火作業を行う作業者が火源から過大な
輻射熱を受けることを防止できる。
【００１９】
　また、請求項４に記載の本発明によれば、移動手段が消火器具を有効射程内から有効射
程外に移動させると判定した場合、消火制御手段が消火器具によって消火剤を放出させる
ので、消火器具の位置が安全に消火活動を行うことのできる範囲外であるため人間が消火
器具を操作できない場合であっても、当該消火器具と火源との距離が有効射程内である間
に消火剤を自動的に放出させ、消火を行わせることができる。
【００２０】
　また、請求項５に記載の本発明によれば、安全判定手段による判定結果や、消火器具と
火源との距離に応じて、案内手段によって案内情報を出力させるので、消火器具の操作に
不慣れな者に対して操作方法を案内することができ、容易に消火活動を行わせることがで
きる。また、人間が安全に消火活動を行うことができないような状況の場合には、退避す
べき旨を案内することができ、安全を確保することができる。
【発明を実施するための最良の形態】
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【００２１】
　以下に添付図面を参照して、この発明に係る消火器具搬送装置の実施の形態を詳細に説
明する。まず、〔Ｉ〕各実施の形態に共通の基本的概念を説明した後、〔II〕各実施の形
態の具体的内容について順次説明し、最後に、〔III〕各実施の形態に対する変形例につ
いて説明する。ただし、各実施の形態によって本発明が限定されるものではない。
【００２２】
〔Ｉ〕各実施の形態に共通の基本的概念
　まず、各実施の形態に共通の基本的概念について説明する。各実施の形態に係る消火器
具搬送装置は、火災発生現場まで消火器具を搬送することを目的とするものである。
【００２３】
　各実施の形態に係る消火器具搬送装置の設置対象は任意であり、例えば、トンネルや地
下街、あるいはデパート等の大型建築物等に設置できる。この場合、複数台の消火器具搬
送装置を防災システムと相互に通信可能に接続し、防災システムによって火災発生位置に
応じて最適な消火器具搬送装置を動作させるようにしてもよく、あるいは、消火器具搬送
装置と火災感知器とを一対一の関係で相互に接続し、火災感知器が火災を感知した場合に
当該火災感知器に対応する消火器具搬送装置を動作させるようにしてもよい。以下の各実
施の形態においては、消火器具搬送装置が防災システムに接続されている場合を例に挙げ
て説明する。
【００２４】
　各実施の形態に係る消火器具搬送装置の特徴の一つは、概略的に、消火器具を火災の発
生位置まで移動させるとともに、火源に対して人間が安全に消火活動を行うことができる
範囲内に消火器具を位置させる点にある。従って、火災検出時に迅速に火災発生現場まで
消火器具を搬送し、消火活動を容易に開始させることができるとともに、消火作業者が安
全な範囲を超えて過度に火源に接近することを防止できる。
【００２５】
〔II〕各実施の形態の具体的内容
　次に、本発明に係る各実施の形態の具体的内容について説明する。
【００２６】
〔実施の形態１〕
　まず実施の形態１について説明する。この形態は、消火剤タンクを備えた消火器を火災
の発生位置に移動させ、安全範囲内に位置させる形態である。
【００２７】
（防災システムの構成）
　まず、防災システムの構成を説明する。図１は、防災システム及び消火器具搬送装置の
電気的構成を示したブロック図である。図１に示すように、防災システム１は、防災受信
機２、火災感知器３、格納ボックス４、消火器具５、及び、消火器具搬送装置６を備えて
いる。
【００２８】
　防災受信機２は、火災感知器３から出力された発報信号の処理や、消火器具搬送装置６
の起動等、防災システム１全体の動作を制御するためのものである。
【００２９】
　火災感知器３は、防災システム１と相互に通信可能に接続され、当該防災システム１の
監視対象領域における火災の発生を感知するためのものであり、例えば煙感知器や炎感知
器等の公知の火災感知器３を用いることができる。
【００３０】
　格納ボックス４は、消火器具搬送装置６を格納するための格納手段である。格納ボック
ス４の具体的な構成は任意であり、例えば、従来用いられている消火栓用の格納ボックス
を流用することができる。図２は格納ボックス４に消火器具搬送装置６を格納した状態を
示す断面図、図３は格納ボックス４から消火器具搬送装置６が退出した状態を示す断面図
である。図１及び図２に示すように、格納ボックス４は、筐体４０（図１に図示せず）、
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スロープ扉４１（図１に図示せず）、設置台４２（図１に図示せず）、通信部４３（図２
に図示せず）、及び、開閉制御部４４（図２に図示せず）を備えている。筐体４０は、そ
の内部に消火器具搬送装置６を格納するためのものであり、箱状に形成され、建物の壁面
等に設置される。筐体４０を構成する各面のうち、少なくとも消火器具搬送装置６の退出
先に対向する面の一部には開口部が設けられており、当該開口部を介して消火器具搬送装
置６を筐体４０の内部から外部へ退出可能としている。スロープ扉４１は、開口部を開閉
自在に塞ぐための扉であり、閉扉状態においては図２に示したように開口部を塞ぎ、開扉
状態においては図３に示したように筐体４０の内部と外部との間の段差を消火器具搬送装
置６が越えるためのスロープとなる。設置台４２は、筐体４０の内部に複数台の消火器具
搬送装置６を格納する場合において、消火器具搬送装置６を設置する台座となるものであ
る。例えば、図２に示したように、設置台４２を用いて２台の消火器具搬送装置６を重ね
て格納することができる。格納ボックス４から消火器具搬送装置６を退出させる場合は、
図３に示したように、下段に格納されていた消火器具搬送装置６が退出した後、設置台４
２を下降させ、上段に格納されていた消火器具搬送装置６を退出させることができる。通
信部４３は、消火器具搬送装置６を起動するための起動信号を防災システム１から取得す
るための通信手段である。具体的な通信方法は任意であり、例えば、無線あるいは有線の
通信を用いることができる。開閉制御部４４は、消火器具搬送装置６を起動するための起
動信号を防災受信機２から通信部４３が受信した場合に、スロープ扉４１の開閉動作や設
置台４２の下降動作を制御するための制御手段である。なお、開閉制御部４４の具体的な
構成は任意であり、例えば、ＯＳ（Ｏｐｅｒａｔｉｎｇ Ｓｙｓｔｅｍ）などの制御プロ
グラム、各種の処理手順などを規定した組み込みプログラム、所要データを格納するため
の内部メモリ、及び、これらのプログラムを実行するＣＰＵ（Ｃｅｎｔｒａｌ Ｐｒｏｃ
ｅｓｓｉｎｇ Ｕｎｉｔ）を備えて構成される（後述する制御部６８も同様）。
【００３１】
　消火器具５は、火災を消火するために消火剤や水を放出する消火手段であり、消火器具
搬送装置６によって搬送される。消火器具５の具体的な構成は任意であり、一般的な消火
器を用いてもよく、あるいは消火器具５と消火器具搬送装置６とを相互に一体に構成して
もよい。本実施の形態１では、消火器具５と消火器具搬送装置６とを一体とした場合を例
示して説明する。
【００３２】
　図４は、消火器具搬送装置６及び消火器具５の外観を示す斜視図であり、図４（ａ）は
収容時又は移動時における消火器具搬送装置６の右前方を示す図、図４（ｂ）は収容時又
は移動時における消火器具搬送装置６の右後方を示す図、図４（ｃ）は後述する放出ノズ
ル５２を引き出した状態を示す図である。図１及び図４に示すように、消火器具５は、消
火剤タンク５０、封止バルブ５１（図４に図示せず）、放出ノズル５２、操作部５３、及
び、放出制御部５４（図４に図示せず）を備えている。消火剤タンク５０は消火剤を貯蔵
するためのものであり、一般の消火器における消火剤タンクよりも大容量とし、多量の消
火剤を長時間放出可能としている。封止バルブ５１は、消火剤タンク５０と放出ノズル５
２との間に設けられ、消火剤を消火剤タンク５０の内部に封止するための封止手段である
。放出ノズル５２は、消火剤タンク５０から消火剤を放出するためのものであり、消火作
業時に消火器具５から引き出し自在となっている。操作部５３は、消火剤タンク５０から
放出ノズル５２を介して消火剤の放出指示入力を行うための操作手段であり、例えば押し
ボタンとして構成されている。放出制御部５４は、操作部５３を介して放出指示入力を受
け付けた場合、あるいは消火器具搬送装置６から放出指示入力があった場合に、封止バル
ブ５１を開放し、消火剤タンク５０から放出ノズル５２を介して消火剤を放出させる放出
制御手段である。
【００３３】
（消火器具搬送装置の構成）
　次に、消火器具搬送装置６の構成を説明する。消火器具搬送装置６は、図１及び図４に
示すように、移動部６０、カメラ６１、案内出力部６２（図４に図示せず）、通信部６３
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（図４に図示せず）、誘導部６４（図４に図示せず）、及び、記録部６５（図４に図示せ
ず）を備えている。
【００３４】
（消火器具搬送装置の構成－移動部）
　移動部６０は、消火器具５を搭載した消火器具搬送装置６を移動させるための移動手段
である。移動手段の具体的な構成は任意であり、例えば図４に示したように、消火器具搬
送装置６を駆動させる駆動輪、駆動輪を動作させるためのモータ（図示せず）、モータの
動力を供給するバッテリ（図示せず）等を用いて構成することができる。この移動部６０
は、後述する制御部６８の誘導制御部６８ａによって制御される。
【００３５】
　なお、モータが動作しない場合にも駆動輪を回動自在とし、消火器具搬送装置６を人手
によっても移動可能とすることができる。これにより、消火器具搬送装置６を、非自走式
の消火器具搬送台車としても用いることができる。
【００３６】
（消火器具搬送装置の構成－カメラ）
　カメラ６１は、消火器具搬送装置６の周囲を撮影し、当該撮影したデータを制御部６８
に出力する。この撮影データに基づいて後述する火源距離特定部６８ｄが火源との間の距
離を特定するため、２台のカメラ６１を並列配置し、ステレオ撮影を行うことが望ましい
。また、火炎の存在を特定するため、炎センサをカメラ６１に併設することができる。
【００３７】
（消火器具搬送装置の構成－案内出力部）
　案内出力部６２は、火災発生位置まで消火器具５を移動させた場合において、当該消火
器具５に関する案内情報を出力する案内手段である。具体的には、音声情報として案内情
報を出力するためのスピーカや、画像情報として案内情報を出力するためのモニタ等を案
内出力部６２として設けることができる。
【００３８】
（消火器具搬送装置の構成－通信部）
　通信部６３は、消火器具搬送装置６を起動するための起動信号や、消火器具搬送装置６
に搭載された消火器具５を火災の発生位置に移動させるための誘導情報を防災システム１
から取得するための通信手段である。具体的な通信方法は任意であり、例えば、無線ある
いは有線の通信により起動信号や誘導情報を受信させることができる。
【００３９】
（消火器具搬送装置の構成－誘導部）
　誘導部６４は、消火器具５を移動部６０によって火災の発生位置に移動させるための誘
導情報を取得し、当該取得した誘導情報に基づき、移動部６０の動作の制御を行う誘導手
段であり、輻射センサ６６、測位部６７（図４に図示せず）、及び、制御部６８（図４に
図示せず）を備えている。
【００４０】
　輻射センサ６６は、火源から輻射される輻射熱の消火器具５周辺における熱流束を測定
し、測定結果を制御部６８に出力する、環境状態特定手段である。輻射センサ６６として
は、熱電対やサーモパイルを用いた公知の輻射センサを用いることができる。
【００４１】
　測位部６７は、消火器具搬送装置６の現在位置を測位するための測位手段である。具体
的には、測位部６７はＲＦＩＤ（Ｒａｄｉｏ　Ｆｒｅｑｕｅｎｃｙ　Ｉｄｅｎｔｉｆｉｃ
ａｔｉｏｎ）タグリーダ６７ａを備えている。消火器具搬送装置６が設置されている監視
領域の壁面や床面には、火災発生時に消火器具搬送装置６を移動させる経路（例えば、ト
ンネル内の監査通路等）に沿って所定間隔でＲＦＩＤタグが埋め込まれている。消火器具
搬送装置６がこのＲＦＩＤタグに接近すると、ＲＦＩＤタグリーダ６７ａは、当該ＲＦＩ
Ｄタグを一意に識別するための識別情報を読取り、制御部６８に出力する。
【００４２】



(8) JP 2010-29314 A 2010.2.12

10

20

30

40

50

　制御部６８は、消火器具搬送装置６の動作を制御するための制御手段であり、誘導制御
部６８ａ、安全判定部６８ｂ、安全範囲維持部６８ｃ、火源距離特定部６８ｄ、及び消火
制御部６８ｅを備えている。誘導制御部６８ａは、通信部６３によって防災システム１か
ら取得された誘導情報に基づき、移動部６０の動作の制御を行う。安全判定部６８ｂは、
輻射センサ６６から入力された輻射熱流束の測定結果に基づき、人間が安全に消火活動を
行うことができるか否かを判定する安全判定手段である。安全範囲維持部６８ｃは、安全
判定部６８ｂの判定結果に応じて移動部６０の制御を行う安全範囲維持手段である。火源
距離特定部６８ｄは、カメラ６１から入力された撮影データに基づき、消火器具５と火源
との間の距離を特定する火源距離特定手段である。消火制御部６８ｅは、消火器具５の動
作を制御し、消火剤を放出させる消火制御手段である。これらの制御部６８の各要素によ
って実行される処理の具体的内容については後述する。
【００４３】
（消火器具搬送装置の構成－記録部）
　記録部６５は、制御部６８によって実行される各種処理に必要なデータ、例えば、安全
判定部６８ｂが判定を行う際の基準となる閾値や、安全範囲維持部６８ｃが移動部６０の
制御を行う場合に参照する制御テーブル等を記録する記録手段である。図５は、記録部６
５が記録している制御テーブルを例示した表である。なお、制御テーブルの具体的内容に
ついては、制御部６８によって実行される処理の説明と併せて後述する。
【００４４】
　なお、記録部６５の具体的な構成は任意であり、例えば、ＲＡＭ（Ｒａｎｄｏｍ　Ａｃ
ｃｅｓｓ　Ｍｅｍｏｒｙ）の如き書き換え可能な記憶手段を用いて構成することができる
。
【００４５】
（処理）
　次に、消火器具搬送装置６の制御部６８が実行する消火器具搬送処理について説明する
。図６は消火器具搬送処理の流れを示したフローチャート、図７は火災発生位置付近に到
達した消火器具搬送装置６を示した図である。
【００４６】
　火災が発生しておらず、消火器具搬送装置６が当該消火器具搬送装置６を起動するため
の起動信号を防災受信機２から受信していない状態においては（ステップＳＡ－１、Ｎｏ
）、消火器具搬送装置６は、図２に示したように格納ボックス４の中に収容されている。
【００４７】
　防災システム１における火災感知器３が火災発生を感知し、防災受信機２に発報信号を
出力すると、防災受信機２は当該火災感知器３の位置に基づき、消火器具５の搬送に最適
な位置に設置されている消火器具搬送装置６を選択し、当該消火器具搬送装置６を格納し
ている格納ボックス４、及び消火器具搬送装置６に起動信号を送信する。ここで、消火器
具搬送装置６の選択基準として、例えば、発報した火災感知器３と消火器具搬送装置６の
設置位置との間の距離や、火災発生位置における風向き等を用いることができる。通信部
４３を介して起動信号を受信した格納ボックス４の開閉制御部４４は、スロープ扉４１を
開扉させ、消火器具搬送装置６を格納ボックス４から退出可能とする。
【００４８】
　消火器具搬送装置６の通信部６３が防災システム１から起動信号を受信し（ステップＳ
Ａ－１、Ｙｅｓ）、消火器具搬送装置６が起動されると、誘導制御部６８ａは通信部６３
を介して防災システム１から誘導情報を取得する（ステップＳＡ－２）。誘導情報は、消
火器具搬送装置６が移動すべき経路に沿って配置されているＲＦＩＤタグを特定するため
の識別情報を含んでいる。
【００４９】
　誘導情報を取得すると、誘導制御部６８ａは移動部６０を制御し、消火器具搬送装置６
を格納ボックス４から退出させ、誘導情報によって特定されるＲＦＩＤタグを経由するよ
うに消火器具搬送装置６を移動させる（ステップＳＡ－３）。
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【００５０】
　誘導制御部６８ａは、消火器具搬送装置６を移動させている間、火災発生位置への移動
が不可能となるような移動障害が発生したか否かを判定する（ステップＳＡ－４）。具体
的には、誘導制御部６８ａはカメラ６１が撮影した撮影データに基づき、消火器具搬送装
置６の移動方向における障害物や人間の存在が特定された場合には、移動障害が発生した
ものと判定する（ステップＳＡ－４、Ｙｅｓ）。この場合、誘導制御部６８ａは消火器具
搬送装置６の移動を停止させるとともに、通信部６３を介して防災受信機２に障害信号を
送信する（ステップＳＡ－５）。障害信号を受信した防災受信機２は、起動させていない
消火器具搬送装置６のうち、火災発生位置に基づき消火器具５の搬送に最適な位置に設置
されている消火器具搬送装置６を代替として選択し、起動信号を送信する。
【００５１】
　一方、移動障害が発生していない場合（ステップＳＡ－４、Ｎｏ）、誘導制御部６８ａ
は、カメラ６１から入力された撮影データに基づき、火源を特定したか否かを判定する（
ステップＳＡ－６）。ここで、火源を特定するための具体的な方法は任意であり、例えば
、撮影データに対する画像解析を行い、予め記録部６５に記録させた火炎のパターンと類
似したパターンを抽出することにより、火源を特定させることができる。あるいは、カメ
ラ６１に併設した炎センサを用いて火源を特定させることもできる。誘導制御部６８ａは
、火源が特定されるまでの間（ステップＳＡ－６、Ｎｏ）、移動部６０を制御して消火器
具搬送装置６の移動を継続させる。
【００５２】
　図７に示したように火災発生位置付近に到達し、火源を特定したものと判定すると（ス
テップＳＡ－６、Ｙｅｓ）、安全判定部６８ｂは、輻射センサ６６に輻射熱流束を測定さ
せ（ステップＳＡ－７）、測定結果に応じて安全判定を行う（ステップＳＡ－８）。具体
的には、安全判定部６８ｂは、輻射熱流束の測定値と、記録部６５に予め記録されている
閾値とを比較する。この閾値としては、例えば、当該閾値に相当する輻射熱に暴露されな
がら一定時間消火活動を行っても火傷を負わない程度の輻射熱流束の値を設定することが
できる。比較の結果、測定値が閾値以上であった場合には、消火活動を行うと火傷を負う
危険があるものと判断し、危険判定を行う。一方、閾値未満であった場合は、消火活動を
行っても安全が確保されるものと判断し、安全判定を行う。
【００５３】
　また、火源距離特定部６８ｄは、カメラ６１から入力された撮影データに基づき、火源
までの距離を特定する（ステップＳＡ－９）。そして、安全範囲維持部６８ｃは、安全判
定部６８ｂによる判定結果、及び火源距離特定部６８ｄによって特定された火源距離に基
づき、記録部６５に記録されている制御テーブルを参照し、当該制御テーブルの内容に応
じた制御動作を行う（ステップＳＡ－１０）。
【００５４】
　具体的には、図５に示したように、安全判定部６８ｂによる判定結果が安全判定であり
、且つ、火源距離が有効射程内であった場合、安全範囲維持部６８ｃは、消火器具５の現
在位置は人間が安全に消火活動を実施可能な範囲内であると判断し、消火活動を促す旨の
案内情報や、当該消火器具５の操作方法等を案内出力部６２によって出力させる。また、
さらに火源に接近可能と判断し、移動部６０によって消火器具５を火源に接近させる。
【００５５】
　安全判定部６８ｂによる判定結果が安全判定であり、且つ、火源距離が有効射程外であ
った場合は、安全範囲維持部６８ｃは、有効な消火活動を実施するには更に火源に接近す
る必要があるものと判断し、移動部６０によって消火器具５を火源に接近させる。
【００５６】
　安全判定部６８ｂによる判定結果が危険判定であり、且つ、火源距離が有効射程内であ
った場合、安全範囲維持部６８ｃは、消火器具５の現在位置は人間が安全に消火活動を実
施できない範囲であると判断し、移動部６０によって消火器具５を火源から離れさせる。
さらに、火源距離特定部６８ｄによって特定される火源までの距離と有効射程との差分値
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が所定値以下となった場合、消火制御部６８ｅは、このまま移動を継続すると火源までの
距離が消火器具５の有効射程を上回る可能性が高いと判断し、移動部６０及び消火器具５
の動作を制御し、火源に向かって自動的に消火剤を放出させる。
【００５７】
　安全判定部６８ｂによる判定結果が危険判定であり、且つ、火源距離が有効射程外であ
った場合、安全範囲維持部６８ｃは、火災の規模が消火器具５によって消火可能な規模を
超えてしまったものと判断し、火災発生位置近傍からの退避を促す旨の案内情報を案内出
力部６２によって出力させる。
【００５８】
（実施の形態１の効果）
　このように実施の形態１によれば、移動部６０によって消火器具５を火災の発生位置ま
で移動させるので、火災検出時に迅速に火災発生現場まで消火器具５を搬送し、消火活動
を容易に開始させることができる。
【００５９】
　また、安全範囲維持部６８ｃが火源に対して人間が安全に消火活動を行うことができる
範囲内に消火器具５を位置させるように移動部６０を制御するので、消火作業者が安全な
範囲を超えて過度に火源に接近することを防止できる。
【００６０】
　また、輻射センサ６６によって測定された火源から輻射される輻射熱流束と、予め定め
られた閾値との比較に基づいて人間が安全に消火活動を行うことができるか否かを判定す
るので、消火作業を行う作業者が火源から過大な輻射熱を受けることを防止できる。
【００６１】
　また、移動部６０が消火器具５を有効射程内から有効射程外に移動させると判定した場
合、消火制御部６８ｅが消火器具５によって消火剤を放出させるので、消火器具５の位置
が安全に消火活動を行うことのできる範囲外であるため人間が消火器具５を操作できない
場合であっても、当該消火器具５と火源との距離が有効射程内である間に消火剤を自動的
に放出させ、消火を行わせることができる。
【００６２】
　また、安全判定部６８ｂによる判定結果や、消火器具５と火源との距離に応じて、案内
出力部６２によって案内情報を出力させるので、消火器具５の操作に不慣れな者に対して
操作方法を案内することができ、容易に消火活動を行わせることができる。また、人間が
安全に消火活動を行うことができないような状況の場合には、退避すべき旨を案内するこ
とができ、安全を確保することができる。
【００６３】
〔実施の形態２〕
　次に実施の形態２について説明する。この形態は、消火栓の放水ノズルを火災の発生位
置に移動させ、安全範囲内に位置させる形態である。
【００６４】
　なお、実施の形態２の構成は、特記する場合を除いて実施の形態１の構成と略同一であ
り、実施の形態１の構成と略同一の構成についてはこの実施の形態１で用いたものと同一
の符号及び／又は名称を必要に応じて付して、その説明を省略する。
【００６５】
（格納ボックス、及び消火器具の構成）
　図８は、本実施の形態２に係る格納ボックス４及び消火器具搬送装置６の外観図であり
、図８（ａ）は消火器具搬送装置６の格納時における格納ボックス４の正面図、図８（ｂ
）は移動時における消火器具搬送装置６を示す図である。なお、図８では、筐体４０の内
部を表すためスロープ扉４１の図示を省略している。
【００６６】
　格納ボックス４には、図８（ａ）に示すように、消火器具搬送装置６と共に、後述する
ホース５５が巻き取り収納されている。
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【００６７】
　本実施の形態２に係る消火器具５は、実施の形態１に係る消火器具５の消火剤タンク５
０に替えてホース５５を備えている。ホース５５は、給水管（図示せず）を介して格納ボ
ックス４まで供給された消火用水を放出ノズル５２まで送水するためのものであり、一端
は給水管に接続され、他端は放出ノズル５２に接続されている。封止バルブ５１は、放出
ノズル５２の内部に設けられており、ホース５５を介して供給された消火用水を放出ノズ
ル５２から放出されないように封止する。放出ノズル５２は、封止バルブ５１が開放され
た場合、ホース５５を介して供給された消火用水を放出する。本実施の形態２では、ホー
ス５５を除く消火器具５の各要素が、消火器具搬送装置６と相互に一体に構成されている
。消火器具搬送装置６が火災発生位置まで移動する場合は、図８（ｂ）に示すように、格
納ボックス４に巻き取り収納されているホース５５を引き出しながら消火器具搬送装置６
が移動する。
【００６８】
（実施の形態２の効果）
　このように実施の形態２によれば、移動部６０によって消火栓の放出ノズル５２を火災
の発生位置まで移動させるので、ホース５５を引出す力のない女性や老人でも容易に消火
栓を用いた消火活動を行うことができる。
【００６９】
〔III〕各実施の形態に対する変形例
　以上、本発明に係る各実施の形態について説明したが、本発明の具体的な構成及び手段
は、特許請求の範囲に記載した各発明の技術的思想の範囲内において、任意に改変及び改
良することができる。以下、このような変形例について説明する。
【００７０】
（解決しようとする課題や発明の効果について）
　まず、発明が解決しようとする課題や発明の効果は、前記した内容に限定されるもので
はなく、本発明によって、前記に記載されていない課題を解決したり、前記に記載されて
いない効果を奏することもでき、また、記載されている課題の一部のみを解決したり、記
載されている効果の一部のみを奏することがある。
【００７１】
（格納ボックス４の設置位置について）
　上記の各実施の形態においては、格納ボックス４をトンネル壁面内に設置した場合を例
に挙げて説明したが、図２に示した監査通路や、トンネルの車退避場所、或いは避難口に
設置することもできる。この場合、消火器具搬送装置６が、格納ボックス４から車道に退
出し、当該車道を移動するようにしてもよい。
【００７２】
（放水中の動作について）
　上記の各実施の形態においては、消火器具搬送装置６は環境状態特定手段として輻射セ
ンサ６６を備えているが、さらに熱感知器を設けてもよい。放水中に熱感知器によって周
囲の高い熱を検知した場合は、消火作業を中止し退避をする旨の案内情報を周囲の人間に
対して案内出力部６２によって出力させることができる。
【００７３】
　また、熱感知器の測定値に基づき安全判定部６８ｂが安全判定を行い、その判定結果に
応じて安全範囲維持部６８ｃが移動部６０の制御を行い、放水中に火源から離れて放水す
るようにすることもできる。この場合、輻射センサ６６と熱感知器との測定値の組合わせ
（ＡＮＤまたはＯＲ）に基づき、人間が安全に消火活動を実施できる範囲まで消火器具搬
送装置６が移動する。
【００７４】
（放水前の消火器具搬送装置６の火源付近位置での動作について）
　消火器具搬送装置６は、火災時には火災現場に近づいて待機し、人に消火作業を行って
もらう旨の案内情報を案内出力部６２によって出力させることができる。
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【００７５】
　火災の拡大により消火器具搬送装置６の現在位置が危険になると、消火器具搬送装置６
は輻射センサ６６や熱感知器等の検出状態により、火源から遠ざかるように位置を補正し
て待機する。しかし、移動してばかりでは消火作業が遅くなるので、位置制御の回数や火
災発見からの経過時間が所定閾値を超えた場合、自動放水に切り替え、人に代わって消火
を行うようにすることができる。
【００７６】
（移動部について）
　上記の各実施の形態においては、駆動輪によって消火器具搬送装置６を自在に移動させ
る構成を例に挙げて説明したが、消火対象となる領域内に敷設されたレール上を移動させ
る構成としてもよい。この場合は、駆動輪によってレール上を移動させてもよく、あるい
はリニアモーター等の他の駆動方式を用いて移動させてもよい。
【００７７】
（輻射センサについて）
　上記の各実施の形態においては、環境状態特定手段として輻射センサ６６を用いる場合
を例示して説明したが、雰囲気温度を測定する温度センサや、ＣＯ濃度を測定するＣＯセ
ンサ等を用いることができる。この場合においても、これらのセンサによって測定された
測定値と、予め定めた閾値との比較に基づいて、安全判定部６８ｂによって安全判定を行
わせることができる。
【００７８】
（測位部について）
　上記の各実施の形態においては、測位部６７はＲＦＩＤタグリーダ６７ａを備えている
と説明したが、ＧＰＳ（Ｇｌｏｂａｌ　Ｐｏｓｉｔｉｏｎｉｎｇ　Ｓｙｓｔｅｍ）を用い
て測位部６７を構成することもできる。この場合には、火災発生位置を緯度・経度等で特
定する位置情報を誘導情報とすることができる。
【００７９】
（通信部について）
　上記の各実施の形態においては、通信部６３は起動信号や誘導情報を防災システム１か
ら受信すると説明したが、カメラ６１が撮影した撮影データや、輻射センサ６６が測定し
た輻射熱流束に関するデータ等を防災システム１に送信させてもよい。また、消火器具搬
送装置６にマイクを設け、当該マイクによって取得した音声情報を通信部６３によって防
災システム１に送信させてもよい。これにより、防災システム１を介して管理センター等
との間で相互に通信を行い、管理センターのオペレーターによって火災現場の状況を適切
に把握させたり、オペレーターから火災現場の人に対して消火活動や避難に関する適切な
指示を行わせたりすることができる。
【００８０】
（誘導部について）
　上記の各実施の形態においては、誘導制御部６８ａは移動障害が発生したものと判定し
た場合、消火器具搬送装置６の移動を停止させると説明したが、カメラ６１が撮影した撮
影データに基づき、障害物や人間を回避し、火災発生位置への移動を継続するように移動
部６０を制御させてもよい。
【産業上の利用可能性】
【００８１】
　この発明に係る消火器具搬送装置は、消火器具を搬送する消火器具搬送装置に適用でき
、火災検出時に迅速に火災発生現場まで消火器具を搬送し消火活動を容易かつ安全に実行
させることができる消火器具搬送装置に有用である。
【図面の簡単な説明】
【００８２】
【図１】防災システム及び消火器具搬送装置の電気的構成を示したブロック図である。
【図２】格納ボックスに消火器具搬送装置を格納した状態を示す断面図である。
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【図３】格納ボックスから消火器具搬送装置が退出した状態を示す断面図である。
【図４】消火器具搬送装置及び消火器具の外観を示す斜視図であり、図４（ａ）は収容時
又は移動時における消火器具搬送装置の右前方を示す図、図４（ｂ）は収容時又は移動時
における消火器具搬送装置の右後方を示す図、図４（ｃ）は放出ノズルを引き出した状態
を示す図である。
【図５】記録部が記録している制御テーブルを例示した表である。
【図６】消火器具搬送処理の流れを示したフローチャートである。
【図７】火災発生位置付近に到達した消火器具搬送装置を示した図である。
【図８】実施の形態２に係る格納ボックス及び消火器具搬送装置の外観図であり、図８（
ａ）は消火器具搬送装置の格納時における格納ボックスの正面図、図８（ｂ）は移動時に
おける消火器具搬送装置を示す図である。
【符号の説明】
【００８３】
　１　防災システム
　２　防災受信機
　３　火災感知器
　４　格納ボックス
　５　消火器具
　６　消火器具搬送装置
　４０　筐体
　４１　スロープ扉
　４２　設置台
　４３、６３　通信部
　４４　開閉制御部
　５０　消火剤タンク
　５１　封止バルブ
　５２　放出ノズル
　５３　操作部
　５４　放出制御部
　５５　ホース
　６０　移動部
　６１　カメラ
　６２　案内出力部
　６４　誘導部
　６５　記録部
　６６　輻射センサ
　６７　測位部
　６７ａ　ＲＦＩＤタグリーダ
　６８　制御部
　６８ａ　誘導制御部
　６８ｂ　安全判定部
　６８ｃ　安全範囲維持部
　６８ｄ　火源距離特定部
　６８ｅ　消火制御部
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